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本市の水道事業は、昭和 16 年 12 月に認可を受けた稲葉郡那加町上水道の創設に

始まり、航空機産業、自動車産業等、各種産業の発展にともない給水区域及び給水

量の拡張を行ってきました。現在は、平成 16 年 11 月の羽島郡川島町との合併にと

もない旧市町の水道事業を加えた規模で認可を受け運営しています。 

一方、近年の水道事業を取り巻く環境は、建設・拡張を繰り返してきた時代とは

大きく異なります。給水人口や給水量の減少に比例し収益が減少していることに加

え、建設・拡張時代に整備された施設の更新、災害に強い施設整備、多様化する利

用者のニーズにあったサービスの提供等、各種課題への対応が求められています。 

厚生労働省は、平成 16 年 6 月に「水道ビジョン」を策定し、今後の水道に関す

る重点的な政策課題と具体的な施策及び方策、工程等を示しました。 

「水道ビジョン」の中では、「安心」「安定」「持続」「環境」及び「国際」の政策

課題に対する水道関係者共通の目標を示しています。 

また、平成 17 年 10 月には「地域水道ビジョン」の策定を関係各局に通知してい

ます。 

こうした背景のもと、本市では水道事業の現状と将来見通しを分析・評価し、目 

指すべき将来像とその実現のための方策を示すものとして｢各務原市水道ビジョン｣

を策定するものです。 
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三井水源地 

u  
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本市では、「各務原市第 2 次新総合計画」を策定し、目指す都市像を「未来への

創造 夢ある都市」とし、豊かな自然と都市機能の調和とあらゆる産業が活力を生

み出す元気なまちづくりを継承し、未来に向けさらに大きな夢を描ける都市を目指

しています。 

平成 19 年 3 月には、「命の水マスタープラン：各務原市水道施設整備事業計画」

を策定し整備を進めています。 

「命の水マスタープラン」は、市町合併を背景とした水道事業創設を受け、各務

原市水道事業において内包する課題の解決とともに、事業規模や配水方式の異なる

旧水道事業を有機的一体化し、将来にわたって低廉・豊富な浄水を市民に安定的に

供給していくことを目的に策定したもので、①川島地区水源地整備事業②三井水源

地整備事業③(仮称)各務原大橋水管橋添架事業を柱としています。 

「各務原市水道ビジョン」は、計画目標年次を平成 32 年とし、上位計画である「各

務原市第 2 次新総合計画」及び進行中の「命の水マスタープラン」を踏まえ策定し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道ビジョン 

(平成１６年) 

厚生労働省 

 

各 務原 市第 ２次 新 総 合 計 画 

（未 来 への基 盤 づくり ） 

上 水 道 の整 備 

(平成２２～３１年) 

 

各 務 原 市 水 道 ビジョン 

(平成２３～３２年) 

 

１．２ 位置づけ 

第１章 策定の趣旨と位置づけ 

命 の 水 マ ス タ ー プ ラ ン 

(各務原市水道施設整備事業計画) 

○ 施設の老朽化と配水池容量不足の解消 

○ 加 圧 給 水 ・減 圧 給 水 の縮 小  

○ 自 然 流 下 方 式 拡 大  

○ 給 水 コス ト ・ 環 境 負 荷 の低 減 
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 本市は、濃尾平野の北部、岐阜県の南部に位置し、東西に流れる木曽川を境とし

て愛知県と隣接しています。平成 16 年 11 月には、羽島郡川島町との合併により、

面積 87.77ｋｍ2、人口約 15 万人をもつ都市となりました。 

地勢は、標高 30～60ｍの各務原台地、7～20ｍの台地周辺平野、200～300ｍの

北部及び東部丘陵地からなり、東西約 15.5ｋｍ、南北約 10.1ｋｍの広がりとなっ

ています。 

市の北部は関市に隣接し、その境に連なる丘陵地帯は濃尾平野の北端に位置し、広く木

曽川から伊勢湾に及ぶ雄大な眺望を誇ります。南部には大河木曽川、その間を東部に大安

寺川、西部に新境川が流れています。 

また、中部都市圏の中心名古屋市へ 30ｋｍ、岐阜市へ 8ｋｍ圏内に位置し、東海

北陸自動車道・岐阜各務原インターチェンジを介して名古屋まで約 30 分、富山方

面へ約 2 時間 30 分とアクセスに優れています。東西には、ＪＲ高山本線、名鉄各

務原線、国道 21 号が走り、南北に主要地方道江南関線が基幹交通網を形成してい

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 市の概要 

国道 21 号 

u  

名鉄各務原線 

u  

愛知県 

u  

関 市 

u  

ＪＲ高山本線 

u  

江南関線 

u  

各務原市役所 

木曽川 

u  

岐阜各務原 IC 

東海北陸自動車道 

 

岐阜市 

u  

第２章 市の概要 
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水道事業の沿革は、下表に示すとおりであり、昭和 16 年の稲葉郡那加町上水道

に始まり、現在は、計画給水人口 160,300 人、計画一日最大給水量 99,280ｍ3の規

模で運営しています。 

事   業   名 認可年月日 目標年度 計画給水人口 
計 画 一 日 

最大給水量  

① 創    設 昭和 16 年 12 月 1 日 - 5,000 人     650 ｍ3 

② 
第 1 次 拡 張 昭和 35年 12月 27日 昭和 50年度  22,400 人   5,600 ｍ3 

第 2 次 拡 張 昭和 38年 12月 28日 昭和 50年度  48,000 人  12,000 ｍ3 

③ 第 2 上水道創始 昭和 41年 12月 26日 昭和 55年度  20,000 人   6,000 ｍ3 

④ 第 3 次 拡 張 昭和 45 年 3 月 31 日 昭和 55年度  90,000 人  36,000 ｍ3 

⑤ 東部上水道創始 昭和 47 年 3 月 31 日 昭和 55年度  12,500 人   5,000 ｍ3 

⑥ 
第 4 次 拡 張 昭和 50 年 3 月 31 日 昭和 60年度 148,000 人 103,600 ｍ3 

第 4 次 変 更 昭和 63 年 1 月 30 日 平成 9 年度 148,000 人  92,000 ｍ3 

⑦ 譲 受 (合 併 ) 平成 16 年 11 月 1 日 平成 22年度 160,300 人  99,280 ｍ3 

① 創設事業 

水道の創設は、稲葉郡那加町上水道に始まり、その後、上水道区域から外れた那加町北部

一帯を給水区域とする那加町広域簡易水道に着手しました。 

② 第１・第２次拡張事業 

航空自衛隊の駐屯及び航空機産業の発展により人口が急増したため、第１次拡

張事業の認可を受けました。その後、市の誕生により経営の合理化を図ることを

目的として、第 2 次拡張事業の認可を受けました。 

③ 第２上水道事業の創始 

蘇原地区及び鵜沼地区は、航空機産業関連会社が存立し、給水量が増加したこ

とから第 2 上水道事業を創始しました。 

④ 第３次拡張事業  

第 1・第 2 上水道及び簡易水道の統合を目的に認可を受けました。 

⑤ 東部上水道事業の創始  

鵜沼東部・東西町・古市場の 3 簡易水道を統合し、東部上水道事業としました。 

⑥ 第４次拡張・変更事業 

各務原市水道事業と各務原市東部上水道事業の 2 事業及び一部の簡易水道を統

合して第 4 次拡張事業の認可を受けました。一方、昭和 57 年を境に計画水量と

かなりの差異が生じたことから、修正を目的として変更認可を受けました。 

⑦ 川島町水道事業の譲受 

平成 16 年 11 月の羽島郡川島町との合併にともない、川島町水道事業(計画給

水人口 12,300 人、計画一日最大給水量 7,280ｍ3)を譲り受け、各務原市水道事業

としました。 

第３章 水道事業の概要 

第３章 水道事業の概要 
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本市では、水源保全や「命の水マスタープラン」等の推進によって水道事業が抱

える課題に取り組み、安全でおいしい水道水の安定供給に努めています。 

今回策定する「各務原市水道ビジョン」では、これら進行中の事業を踏まえて、

「安心」「安定」「持続」「環境」及び｢国際｣の視点から現状を分析・評価し、課題

の抽出を行います。 

 

 

水道事業の計画給水区域は、図 4-1-1 に示すとおりであり、計画給水区域面積

は 84.45ｋｍ2となっています。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 水道事業の現状と課題 

４．1 給水区域 

 

 

第４章 水道事業の現状と課題 

図 4-1-1 給水区域図 

u 

行 政 区 域 

給 水 区 域 

専 用 水 道 

凡     例 木曽川 

航空自衛隊岐阜基地 

各務原市役所 
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（１） 給水人口と普及率 

最近 10 ヵ年の給水人口は、図 4-2-1 に示すとおり増加してきましたが、平成 20

年度の 148,394 人を境に、平成 21 年度は 148,136 人と僅かに減少しました。平成

16 年度の増加は川島町との合併によるものです。 

 

（２） 給水量と有収率 

年間給水量は、図 4-2-2 に示すとおり、合併後は減少傾向を示しており、景気

の低迷、節水意識の向上及び節水機器の普及が影響していると考えられます。 
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水需要の動向に関する課題        「 持 続 」  

◆有収率の向上 

  経年化管路の更新や配水水圧の調整等により漏水を減少

させ、さらに有収率の向上を図る必要があります。 

人口(人) 

u  

普及率（％） 

u  

４．２ 水需要の動向 

図 4-2-1 給水人口の推移 

u 

図 4-2-2 年間給水量の推移 

u 

第４章 水道事業の現状と課題 
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（１） 水源の位置 

本市は、水源のすべてを地下水に依存しており、水源地は豊富で良質な地下水が

得られる市の西部に位置しています。現在は、三井水源地、西市場水源地、河田水

源地、小網水源地、笠田水源地の深井戸で取水を行っています。 

 

（２） 水源の水量 

本市の水源とする地下水は、岩盤・粘土層の二重の不透水層の上に蓄えられ、そ

の量は、市全体の年間取水量の約 9 年分にあたる 2 億 7 千万ｍ3と推測されていま

す。この水は、市の北部や田畑など 8 つの地下水系統から流入し蓄えられるもので

安定した水源となっています。 

 

（３） 水質の管理 

安全な水、快適な水の供給のためには水質管理が徹底されていなければなりませ

ん。本市の水道水は、国で定める水質基準をすべて満たしており、水質検査結果は

ホームページで公表しています。 

 

（４） 貯水槽水道の管理 

水槽の有効容量が 10ｍ3を超える施設については、従来から水道法で設置者に管

理が義務付けられていますが、10ｍ3以下の施設についても、平成 15 年 4 月 1 日

から市の給水条例で管理が定められました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．３ 水源及び水質 

水源及び水質に関する課題         「 安心 」  

◆水源保全 

本市は、水道の水源を全て地下水に依存していることから、

引き続き水源を保全する必要があります。 

◆取水井の管理 

複数ある取水井の継続的管理が必要です。 

◆水質変動の把握 

  水質管理を適切に行い、水質の変動等を常に把握する必要が

あります。 

◆未規制小規模施設対策 

  小規模貯水槽水道等の把握と、水質管理における指導及び情

報提供が必要です。 

第４章 水道事業の現状と課題 
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（１） 水源能力 

水源は、三井水源地に 13 基、西市場水源地に 9 基、河田水源地に 1 基、小網水

源地に 2 基、笠田水源地に 1 基の深井戸があり、各水源地の揚水能力は表 4-4-1

に示すとおりです。 

 

 

（２） 水源別区域 

  本市では、水源地の位置や山地等の地形を考慮して配水しています。図 4-4-1

に示すとおり、三井水源地系、西市場水源地系、川島水源地系として配水していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

水 源 地 の 揚 水 能 力  

三井水源地 西市場水源地 河田水源地 小網水源地 笠田水源地 計 

43,140 35,500 2,695 3,705 880 85,920 

第４章 水道事業の現状と課題 

４．４ 施設 

鵜沼台配水池 

尾崎配水池 

三井水源地 

西市場水源地 

笠田水源地 
河田水源地 

小網水源地 

大伊木配水池 

緑苑配水池 

緑苑中区配水池 
緑苑高区配水池 

川崎山配水池 

須衛配水池 

 

地獄洞配水池 

 

図 4-4-1 水源別区域 

ふろー 

u  

西市場水源地系 

三 井 水 源 地 系 

笠 田 水 源 地 系 

河 田 水 源 地 系 

小 網 水 源 地 系 

 

凡         例 

三井配水池 

 

八木山低区配水池 

 八木山高区配水池 

行 政 区 域 

取 水 井 

水 源 地 

配 水 池 

受 水 池 

 

 

単位：m3/日 
表 4-4-1 水源地の揚水能力 

u  
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（３） 浄水方法 

三井水源地及び西市場水源地での浄水方法は、原水に遊離炭酸が多いためエアレ

ーション処理によって除去し、その後、次亜塩素酸ナトリウムによる消毒を経て配

水池へ送水しています。 

川島地区の水源地では、次亜塩素酸ナトリウムによる消毒のみの浄水処理となっ

ています。 

 

（４） 施設及び管路の更新状況 

三井水源地等には、昭和 40 年代に設置された施設もあり、経年化施設への対策

が必要となっています。そのため、「命の水マスタープラン」によって施設更新を

進めています。 

管路においては、耐用年数を考慮し、年に 2％弱の管路更新計画を策定し管路の

耐震化とあわせて経年化管路の布設替えを実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、地震等の自然災害に対して施設や管路の耐震化を推進し、応急給水・

復旧対策等の強化に努めています。 

 

（１） 施設及び管路の耐震化 

既存施設の耐震性能を確認するため耐震診断を行いました。耐震診断は一次診断

と二次診断があり、一次診断の結果、大伊木配水池、鵜沼台配水池、尾崎配水池の

耐震性が低いと評価されたため、これら施設の耐震化の検討を優先して行う必要が

あります。 

管路については、耐震管への布設替えを実施し地震等の災害に強い管路整備を進

めています。 

施設に関する課題       「 安 定 」 

◆経年化施設対策 

 「命の水マスタープラン」で整備対象となっていない施設につ

いても、更新時期が近づいていることから、既存施設の耐用年

数及び機能を適切に評価して、効率的な施設更新を行う必要が

あります。 

◆経年化管路対策 

建設・拡張時代に布設された管路が更新時期を迎えるなど、

今後、大量の管路更新事業が見込まれるため、計画的な管路更

新が必要です。 

 

４．５ 災害対策 

第４章 水道事業の現状と課題 
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（２） 配水における相互バックアップ 

三井水源地系の大伊木配水区と西市場水源地系の川崎山配水区は連絡管でつな

がっており、非常時には連絡管のバルブを開けて相互に配水することができます。 

川島地区では、連絡バルブの自動制御により、小網、河田、笠田水源地からの配

水を相互にバックアップすることができます。 

 

（３） 停電時の電力供給 

地震等の災害時には停電により施設が停止し、給水に影響を与える可能性がある

ため、自家用発電設備が設置されていない施設については設置を進めています。 

 

（４） 緊急遮断弁による飲料水の確保 

自然流下で運用されている主要な配水池には緊急遮断弁が備えられ、地震や管路

の損傷による過大流量を感知して自動的に管路を遮断し、水道水を貯めておくこと

としています。 

 

（５） 応急給水 

  「各務原市地域防災計画」に基づき、飲料水等を緊急供給するための応急給水源

を確保し、応急給水活動実施のために必要な体制を確立します。 

また、応急給水源では、応急給水の目標水量を 1 週間分以上確保できます。 

 

 

事      項 １人当たり１日量 時  期  区  分 

初期飲料水の確保 3 ℓ 災害発生直後 3日目まで 

復旧期飲料水・生活用水の確保 1 0 ℓ～2 0 ℓ 発生直後 4日目以降 14日目まで 

移行期飲料水・生活用水の確保 20ℓ～必要量 発生直後 15 日目以降水道復旧まで 

病院・災害時要援護者等入所施設 必 要 量 発生直後から水道復旧まで随時 

 

 

名 称 貯留容量 名 称 貯留容量 

三井第一水源地 2,300ｍ3 八木山低区配水池  1,500ｍ3 

三 井第二水源地 3,200ｍ3 緑 苑 配 水 池  3,000ｍ3 

西 市 場 水 源 地 2,500ｍ3 須 衛 配 水 池  3,000ｍ3 

小 網 水 源 地 1,500ｍ3 川 崎 山 配 水 池 10,000ｍ3 

笠 田 水 源 地  945ｍ3 大 伊 木 配 水 池 12,000ｍ3 

応急給水源貯水量の合計 39,945ｍ3 

（八木山低区配水池は 2池容量 3,000ｍ3のうちの 1池分を計上） 

 

第４章 水道事業の現状と課題 

表 4-5-2 応急給水源 

表 4-5-1 応急給水の目標水量 

u  



 

 11 

（６） 相互援護・協力体制の確立 

災害発生後の応急給水ならびに水道施設の迅速かつ効果的な復旧を行うため、岐

阜県水道災害相互応援協定や日本水道協会の協定に基づく相互応援・連絡体制が整

えられています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  本市では、温室効果ガス抑制の具体的な行動計画である「各務原市地球温暖化対

策地域推進計画」を策定し、地域から地球環境保護に取り組んでいます。 

水道事業においては、環境負荷低減の観点から省エネルギー(消費電力の削減)、

資源の有効利用、適正水圧での運用等に取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策に関する課題        「 安 定 」  

◆施設の地震対策 

三井水源地や三井配水池は耐震施設として整備されますが、

その他の既存施設についても計画的な耐震化が必要です。 

◆管路の地震対策 

引き続き、管路の計画的な耐震化が必要です。 

◆非常時の電力供給 

  非常時における電力供給対策を進める必要があります。 

◆応急給水源の整備 

  応急給水源となり得る配水池を耐震化し、緊急遮断弁を設置

する必要があります。 

 

環境に関する課題       「 環 境 」  

◆消費電力対策 

配水量 1ｍ3当たりの電力消費量が大きいため、消費電力削減

の検討が必要です。 

  また、エネルギー消費の少ない施設を整備し、環境負荷の低

減を図る必要があります。 

◆適正水圧による運用 

送配水におけるエネルギーロスを解消するため、適正水圧で

運用する必要があります。 

４．６ 環境 

第４章 水道事業の現状と課題 
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本市の水道事業経営は概ね良好といえますが、今後は、施設及び管路の更新費用

の確保や給水収益の減少に対応した効率的な事業経営が求められます。 

 

（１） 給水収益 

最近 10 ヵ年の給水収益の状況は、図 4-7-1 に示すとおり、平成 17 年度は川島

町との合併により増加しましたが、平成 18 年度の 2,373,908 千円を境に減少して

います。原因は、節水機器の普及による有収水量の減少及び平成 19 年度の水道料

金の改定が影響していると考えられます。 

 

（２） 収益的収支 

収益的収支とは、水道水をつくり各家庭へ送り届けるために必要な費用とその財

源を示します。 

収益的収支の状況は、平成 17 年度を境に収入が減少していますが、黒字経営で

あることから良好な経営状況であるといえます。 

 

（３） 供給単価 ・ 給水原価 

供給単価が給水原価を上回っており健全性が保たれています。また、供給単価は、

県内平均、全国平均と比較して安価に供給されています。 

 

（４） 資本的収支 

資本的収支は、水道施設を整備及び拡充するために必要な経費と財源を示します。 

資本的収支の状況は、収入に対する不足額を損益勘定留保資金等の内部留保資金

で補填しています。 

内部留保資金とは、現金支出をともなわない支出や収益的収支における利益によ

って企業内に留保される自己資金のことです。 

 

 

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

1,500,000

1,700,000

1,900,000

2,100,000

2,300,000

2,500,000

2,700,000

平成12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

給水収益 年有収水量 

４．７ 経営・財政 

水量(千ｍ3) 収益(千円) 

第４章 水道事業の現状と課題 

図 4-7-1 給水収益の推移 
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水道水を安心してご利用いただくため、様々な施策を展開しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、国際協力機構(JICA)が実施する「草の根技術協力事業」の一環とし

て、名古屋市からの要請によりメキシコ市の水道技術者を対象として、主に水道水

質の管理に関する研修を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

経営・財政に関する課題        「 持 続 」  

◆更新費用の確保 

  今後、予想される施設及び管路の更新費用を安定的に確保す

る必要があります。 

◆効率的な事業経営 

事業の効率化、合理化等を総合的に検討し、安定した運営形

態を維持する必要があります。 

お客様サービスに関する課題        「 持 続 」  

 
◆情報公開 

  水質、料金、施設、事業経営等の情報を積極的に公開し、健

全経営への取り組みについて理解と協力を得ていくことが求

められます。 

◆お客様サ－ビスの向上 

  お客様ニーズに対応した迅速なサービスの提供が求められ

ます。 

国際協力に関する課題        「 国 際 」  

 
◆継続的な国際協力 

  今後も継続的な国際協力が求められます。 

４．８ お客様サービス 

４．９ 国際協力 

第４章 水道事業の現状と課題 
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第５章 将来像の設定 

快
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る 
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基 本 理 念 政 策 目 標 課     題 

安     心 

 
◆水源保全 

◆取水井の管理 

◆水質変動の把握 

◆未規制小規模施設対策  

安     定 

 
◆経年化施設対策 

◆経年化管路対策 

◆施設の地震対策 

◆管路の地震対策 

◆非常時の電力供給 

◆応急給水源の整備 

持     続 

 
◆有収率の向上 

◆更新費用の確保 

◆効率的な事業経営 

◆情報公開 

◆お客様サービスの向上 

環     境 

 
◆消費電力対策 

◆適正水圧による運用 

国     際 

 
◆継続的な国際協力 

第５章 将来像の設定 

 

 

安全な水・快適な水の供給 

 

 

 

 

 

いつでも使 えるように供 給 

 

 

 

 

 

 

安 定 し た 事 業 経 営 

環 境 負 荷 の 低 減 

国 際 貢 献 
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経 年 化 施 設 の更 新 

経 年 化 管 路 の更 新 

施 設 の 耐 震 化 

管 路 の 耐 震 化 

水 質 監 視 の 強 化 

地 下 水 の 保 全 

適 正 水 量 で の取 水 

有 収 率 の 向 上 

効 率 的 経 営 

更 新 事 業 の平 準 化 

消 費 電 力 の 削 減 

水 源 能 力 の 充 実 

貯 留 能 力 の 充 実 

バックアップ機能の向上 

施     策 

情 報 公 開 

お客様ニーズへの対応 

減 圧 区 の 解 消 

水質及び施設管理の指導 

基 本 方 針 

国 際 協 力 

安 全 でおいしい水 の供 給 

安 定 的 な 水 の確 保 

未規制小規模施設の指導 

 

経年化施設の評価と更新 

災害に強い施設の構築 

災 害 対 策 の 強 化 

有 収 率 の 向 上 

健 全 経 営 

お客様サービスの向 上 

省 エネルギーの推 進 

運 用 水 圧 の 改 善 

国 際 協 力 

第５章 将来像の設定 
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水道水が水質基準に適合していることは勿論のこと、水質管理や地下水保全を徹

底し、今後も安全でおいしい水道水の供給に努めます。 

 

（１） 安全でおいしい水の供給 

水 質 監 視 の強 化 

原水の常時(24 時間)監視に加え、浄水についても各

配水区の主要な地点で水質監視装置による常時監視

を行い、水質監視の強化に努めます。 

 

（２） 安定的な水の確保 

地 下 水 の 保 全 
今後も引き続き、地下水位の監視及び地下水を涵養

する山林や水田の保護等、地下水の保全に努めます。 

適 正 水 量 での取 水 
本市には 26 の取水井(深井戸)があり、これらの揚

水量を適正に管理し安定的な水の確保に努めます。 

 

（３） 未規制小規模施設の指導 

水質及び施設管理の指導 

小規模貯水槽水道等の給水安全度を向上

させるため、水質管理における情報提供や指

導を積極的に行っていきます。 

  

 

 

 

地震等の災害に強い給水体制を確立するため、施設の計画的更新や耐震化、また、

災害時における応急給水対策の強化を図っていきます。 

 

（１） 経年化施設の評価と更新 

経 年 化 施 設 の更 新 

施設の適切な維持管理に努めるとともに、施設の機

能や経年化を適切に評価し、アセットマネジメント等

により更新計画を策定し対応します。 

経 年 化 管 路 の更 新 
今後、大量の管路更新事業が見込まれているため、

現状の更新率を維持し管路の更新事業を進めます。 

 

第６章 実現方策 

６．２ いつでも使えるように供給 

第６章 実現方策 

６．１ 安全な水・快適な水の供給 
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（２） 災害に強い施設の構築 

施 設 の 耐 震 化 

耐震一次診断の結果を踏まえ、耐震性が低いと評価

された施設について優先的に二次診断を実施し、耐震

化の検討を行います。 

施設の経年化や地盤状況によっては、耐震補強より

も配水池の廃止を含めた配水系統の見直しや更新の

ほうが効率的な場合があります。それらの状況を総合

的に検討し施設の耐震化を進めます。 

管 路 の 耐 震 化 導水管、送水管、配水管等の耐震化を図ります。 

 

（３） 災害対策の強化 

水 源 能 力 の充 実 
今後も現在と同程度の水源能力を確保し、災害等に

備えます。 

貯 留 能 力 の充 実 

配水池の貯留機能は、突発事故や非常時への対応に

必要な機能です。そのため、今後も現在と同程度の貯

留能力を確保します。 

応急給水源となる配水池や浄水池の耐震化及び緊

急遮断弁の設置を推進します。 

バックアップ機能の向上 
平成 25 年度に三井第二水源地に自家用発電設備を

設置し、電力のバックアップ率をほぼ 100％とします。 

 

 

 

コスト縮減による収益の改善、効率的な施設整備の実施等により、安定した事業

経営の継続に努めます。 

 

（１） 有収率の向上 

有 収 率 の 向 上 
経年管の布設替えや漏水等の早期発見に努め有収

率の向上を図ります。 

 

 

 

 

６．３ 安定した事業経営 

第６章 実現方策 
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（２） 健全経営 

効 率 的 経 営 

収益的収支については、水道料金を安定確保し、業

務の仕分けにより外部委託等の検討を行い効率的な

経営に努めます。 

資本的収支については、内部留保資金の活用と企業

債の補償金免除制度を利用して繰上償還を行い健全

経営に努めます。 

更 新 事 業 の平 準 化 
更新の対象となる施設の性能を適切に評価し、平準

化に配慮した更新計画を策定して事業を進めます。 

 

（３） お客様サービスの向上 

情 報 公 開 
水道事業及び事業経営について積極的に情報を公

開し、市民の意見を反映させた経営を目指します。 

お客様ニーズへの対応 
お客様ニーズに対応した迅速なサービスの提供を

継続して行っていきます。 

 

     

 

施設の更新等にあわせ、エネルギー消費の少ない施設やシステムの整備を進めていきます。 

 

（１） 省エネルギーの推進 

消 費 電 力 の削 減 
西市場水源地の取水ポンプを、順次インバータ給電

化し、電力消費量の削減を図ります。    

 

（２） 運用水圧の改善 

減 圧 区 の 解 消 

高所まで送水した水を減圧することによるエネル

ギーロスを解消する計画を進めています。 

図 6-4-1 に示すように、三井配水区及び川崎山配水

区の減圧区の解消と両配水区の受持ち区域の見直し

を行います。 

 

 

６．４ 環境負荷の低減 

第６章 実現方策 
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 国 際 協 力 

国 際 協 力 
今後も国際貢献の一環として、海外からの視察の受

け入れや水道技術者の研修を積極的に行います。 

 

６．５ 国際貢献 

新三井配水池 

新三井配水池から配水 

(小網水源地からの配水と併用します。) 

行 政 区 域 

取 水 井 

水 源 地 

配 水 池 

受 水 池 

水圧管理区分線 

川 崎 山 配 水 区 

三 井 配 水 区 

新 三 井 配 水 区 

凡     例 

現況の配水区域 

ふろー 

u  

川崎山配水区 

川崎山配水区 

（減圧） 

三井配水区(無減圧) 

（無減圧） 

三井配水区(減圧) 

 

 

 
 

 

（無減圧） 

新三井配水区 

(無減圧) 

圧 

変更後の配水区域 

ふろー 

u  

第６章 実現方策 

図 6-4-1 配水区域変更図 

ふろー 

u  
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第 5、第 6 章で掲げた目標及び施策を着実に実施していくため、PDCA サイクル

を活用していきます。 

施策の実施にあたり進捗状況を把握するとともに、事業の成果や効果を評価し改善の検討を行ってい

きます。 

また、各務原市水道事業経営審議会やお客様のご意見を聴取しつつ、施策の追加及び見直しについ

ても、今後、適宜検討していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章 フォローアップ 

第７章 フォローアップ 

計 画 の 策 定    

( P l a n ) 

各務原市水道ビジョン 

・ 施 策 の策 定 

目標達成状況確認 

（Check） 

・事 後 評 価 

・進捗状況の管理 

 

改 善 の 検 討    

( Ac t i o n ) 

・未達成目標の対処 

・計画の見直し・再検討 

事 業 の 推 進     

( D o ) 

・施 策 の 実 施 

・事 業 の 実 施 

ＰＤＣＡサイクル 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各務原市水道ビジョン 

～緑の都市をささえる命の水～ 

快適な水を供給する水道システムの強化と更新 
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